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研究成果の概要（和文）：少子高齢化が進む日本では、政府部門が、限られた資源を分配するために、あらゆる
アクターを最大限に動員し、その最善の組み合わせを構築する行政の「技術」が問われる。本研究の目的は同じ
普遍的ケア政策でありながら、福祉的機能が依然強く、プログラムの基準作成が分権的な保育所の入所判定業務
と、保険機能が強く、基準作成が集権的な、これまで行ってきた要介護認定業務を比較した。主に保育所の入所
判定業務をに焦点を絞り、その政策実施過程、第一線業務の内容、保護者への自治体個票データの2次分析を通
じ、ケア政策の社会保障の受給資格認定のプログラムデザインと政策実施の差の要因とその市民への政治的な効
果を明らかにした。

研究成果の概要（英文）：How do program designs of care policy affect street-level works on 
care-needs certification in local government? How and when these implementation do sometimes empower
 and sometimes marginalize the citizens? The program design on care-needs certification is 
decentralized and performed as system welfare, while that of long-term care policy is centralized 
and performed as insurance system. By comparing these two programs, I conducted the in-depth 
interview research on municipal officers and analyzed the survey data of parents collected by 
municipal governments, in order to explore what factors influence the difference of implementation 
between the municipal offices and how these difference have political effect on citizens.

 

研究分野：行政学・政策学・地方自治

キーワード： 第一線業務　受給資格認定　要介護認定　保育所入所判定　地方自治体　第一線管理者　政策フィード
バック効果　線引きの政治
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
本研究に関連する国内・国外の研究動向及び
位置づけ 
 

財政制約が厳しく少子高齢化が進む日本
の福祉行政においては、政府部門が、限られ
た資源を最も効率良く、最も適した人に分配
するために、市町村など基礎自治体や地域に
おける非市場的な活動や組織を利用し、あら
ゆるアクターを最大限に動員し、その最善の
組み合わせを構築する行政の「技術」が問わ
れ始めている。福祉国家の再編と同時に進行
した先進国の諸改革などにより政府の役割
が変化し、多様な主体による公共サービスの
提供を行う「ガバナンス」という問題状況が
生まれたことが背景にある。これらの問題状
況の結果、私たちはこれまで以上に自治体の
政策実施の差に直面せざるを得ない。そのた
め、政策実施の差の要因の解明と市民への政
治的な効果と実証研究の積み重ねは、常に足
りない資源を配分し続けなければならない
福祉国家再編期の現在、急務である。 

しかし、これまでの政治学・行政学の政策
実施研究や地方自治研究においては、この政
策実施の差の要因の解明と市民への政治的
な帰結の問題は十分に解明されてこず、大き
く二つの問題点があった。第一に、福祉ガバ
ナンスや政策実施、第一線公務員に関する先
行研究は因果関係に関する理論的考察が弱
く、また、量的なデータによる検証がなされ
ていない単一事例研究の蓄積が多い。第二に、
地方自治研究では、2000 年後半以降、地方
の政治的要因に着目しすぎる結果、地方官僚
制は常に政治家や首長の政治的コントロー
ルの客体となり、地方官僚制の内部や政策実
施の局面がブラックボックスになってしま
った。 

こうした問題意識の下、研究代表者はこれ
まで、2000 年以降自治体に大きな予算上・
業務上の位置づけを占める介護保険行政、そ
の中でも医師を初めとする専門性の高いア
クターが最も関与し、政策実施の差が市民の
生活に大きく影響を与えると考えられる介
護給付の資格認定である要介護認定行政の
保険者レベルの政策実施過程を対象に研究
を行ってきた。単一分野の研究であったため、
政策執行時に自治体職員が参照するプログ
ラムの制度デザインそのものの、自治体の執
行過程への違いの影響を峻別できていない。
そのため異なる制度デザインの比較を行う
研究を着想した。 
 
２．研究の目的 
 

本研究の目的は同じ普遍的ケア政策であ
りながら、福祉的機能が依然強く、プログラ
ムの基準作成が分権的な保育所の入所判定
業務と、保険機能が強く、基準作成が集権的
な、これまで行ってきた要介護認定業務を比
較し、社会保障の受給資格認定のプログラム

デザインと政策実施の差の要因の解明とそ
の市民への政治的な効果を明らかにするこ
とである。 

具体的には、市レベルの自治体を分析対象
に、主に保育所の入所判定業務についての調
査・分析および要介護認定と保育所入所判定
の比較が中心となる。 
 
３．研究の方法 
 本研究は以下 5 点の方法で行った。 
(1)保育所の入所判定業務の実施過程の把握 
(2)要介護認定に実施過程の把握 
(3)重点調査対象の市の複数の関係各課の職
員および事業者・サービス受給者への
in-depth のヒアリング調査・分析 
(4)保育所利用者（親）へのサーベイ調査の分
析 
(5)要介護認定業務と保育所の入所判定業務
を比較しながら、プログラムデザインの違い
がどのように自治体の政策実施の違いを生
むか、さらにその違いが市民の一般的な政
治・行政システムへの評価へどのような影響
を及ぼすかのモデル構築と検証 
 
４．研究成果 
(1)主な研究成果 
 4 年間の研究期間のなかで次の大きく 4 つ
の研究成果を得た。 
 
①保育所の入所判定業務の実施過程の把握 
 まず、これまでの先行研究で扱われること
の少なかった公立保育園（認可保育所）の入
所判定業務がどのように行われているのか、
何が問いになり得るのかを先行研究の検討、
自治体の資料・インタビュー調査から明らか
になった（論文②④⑥⑦、発表②④など）。 
 保育所の入所判定業務は、「子ども・子育
て新制度」が施行される 2015 年以前は定員
に空きのない認可保育所に入所を希望する
場合、各自治体が定める「保育所入所選考基
準」等に基づき「保育に欠ける」要件が高い
とされる申請者から、各施設への振り分けを
行ってきた。2015年以降は、自治体から「支
給認定」を受けニーズを捉える概念が「保育
に欠ける」から「保育の必要性」その家庭の
子どもの保育の必要性を「1号」「2号」「3号」
と 3つの区分にわけ、さらに親の労働時間に
よって「標準時間」の区分けが加わった。た
だし、必要性の区分のあとは、制度改正以前
と同様のプロセスをたどる。家庭で保護者が
子どもの保育が出来ない事由を明らかにす
る必要がある。地域の保育園で申込者が定員
を上回る場合は、その後入園選考（利用調整）
が行われる。入園選考では、優先順位を客観
的に判定するために、家庭に「指数」という
点数がつけられる。指数の決め方は市区町村
によって様々で、待機児童の多い地域ほど細
分化する。 
 愛知県小牧市役所子ども未来部保育課を
はじめ、主に東京都及び愛知県内に自治体の



インタビュー・資料調査を行ったところ、次
の四点が明らかになった。 

第一に、まず、保育の必要性については、
月の労働時間数自体は自治体が決められる
ことになっているが（政令で）、非該当にな
る人はほとんどおらず、入所調整は園の定員
超過で断る、という論理で行われる。指数表
は原則、国が標準として提示している点数表
をベースにしつつ、各自治体の地域の事情に
あわせて点数の付け方を調整している。 

第二に、入所調整は原則、入所調整の点数
で高い順位の申請者から基本は入所してい
く。入所調整の点数は 2つの要素から構成さ
れる。一つ目は、基準指数：保育を必要とす
る事由ごとに優先度合いを指数化。（就労の
場合は就労時間で分かれる。）二つ目、調整
指数：家庭や子どもの状況を配慮するための
指数（基本指数から増減される。） 

この合計点が高い人から順に、希望の園へ
の入園を決めていくという方法がとられる。
自治体によっては園ごとに第一希望の人か
ら順に合計点の高い人を決めていく場合も
ある。基準指数は基本的に国が示した標準型
に従っているが、調整指数で各自治体の事情
が反映される。 

第三に、指数表においても同一点数だった
場合、総合的な判断をする場合がある。この
段階では、完全に自治体の裁量が行使される。 
この総合的に判断を行う段階の考慮要素は、
その時点での職員配置、地域内の施設の需給
状況など、保護者のニーズ（必要性）とは異
なる要因との適合が重視されている。 
第四に、以上のような制度デザインは、要

介護認定と同様、一見、普遍的な社会保障給
付という形態を取りながら、供給の財政的な
制約を別の論理・資格認定と実際の供給の可
否を分離し、給付の可否の決定及び自治体の
裁量を不可視化させる、という日本特殊の論
理であり、両者は共通している。（論文①
②④⑥⑦） 
 
②保育所の入所基準の設定の自治体ごとの
多様性（論文②、発表②④など） 
 
 ①の研究結果をうけて保育所の入所調整
における基準設定がどのように多様性を持
つのか、という点が、次に明らかにすべき課
題となった。この点を明らかにすべく、 
「保育を考える親の会」発行の首都圏の主

要市区及び政令指定都市を合わせた 100市区
のアンケート調査による保育サービスに関
する調査『100 都市保育力充実度チェック』
の各年度版データ等と各自治体の HP で公開
されている基準表などを用いたマクロな把
握を目指した。具体的には、東京都の自治体
及び政令指定都市のなかで、2015年版の実際
の基準表を入手可能だった東京 23 区、区外
21市及び政令指定都市 16市の計 60自治体の
入所基準表を対象に統計分析を行った。 

入所基準表の各項目の有無を 2値の値で入

力し、因子分析（最尤法、プロマックス回転、
因子数は尤度比検定及びスクリープロット
で決定）を行った結果、次の 3類型に分ける
ことができることがわかった。既存の保育需
要を重視する共働き家庭、保育は補完的/福
祉の範疇の世帯重視、自立就労を期待しない
非自立である。また、こうした類型は自治体
のおかれた保育環境と相関を取ると関連性
があることが明らかになった。つまり、この
ような自治体が暗黙に想定する保護者像に
対して、実際の政策の結果である保育環境が
関連性を持つということである。また、因果
の方向性への疑義という留保はつくものの、
世帯重視のカテゴリーに分類される自治体
は、厚労省定義の待機児童数は多い傾向があ
る。 
 
③保育政策と政策の受け手へのフィードバ
ック効果（論文②③、発表②④など） 
 
 保育所の入所判定や要介護認定というの
は、人々のケアのニーズを行政が政策的に対
応すべき需要として切り取る政治的な営み
である。需要の認定の結果、ある人は政策的
な対象となり、ある人は政策の対照から外れ、
周縁化される。 

それでは、自治体ごとに異なる政策実施の
あり方が、どのように、政策のニーズの表出
に影響を与えるのか。特定の政策が政策の潜
在的な受け手の認知を変化させ、政府に対す
る要求の（Claim）のあり方を変える、とい
う政策過程の理解は、政策フィードバックの
理論（Pierson1994, Schneider and Ingram 
1997）として近年研究が積み重ねられてきた。
従来の新制度論では、制度がアクターの行動
を変化させると考えるが、政策フィードバッ
クの理論は「政策」そのものが一種の制度と
して政策の受け手に働きかけると考える。 
 このような理解に基づき、自治体の保育政
策実施と政策のニーズ表出との関係を検証
するため、東京大学社会科学研究所二次分析
研究会に寄託された「子ども・子育て支援計
画」のニーズ調査の個票データを用いて、分
析を行った。具体的には、14自治体、N=16563
の個票データと、自治体ごとのデータを結合
させたデータ・セットを使い、自治体の社会
経済政治環境が、保護者のニーズにどのよう
な影響を与えるのか、階層線形モデルを使い
実証した。 
 その結果、女性管理職の比率が高い、ジェ
ンダー平等の志向を持つ自治体においては、
母親の長時間労働による保育のニーズの表
明は促進されること、さらに就学前施設の人
口あたりの数が多いなど一定程度供給が多
い自治体では、ニーズ表明は抑制されること、
自治体の子育て支援政策に積極的というよ
うな政治的要因はニーズ表出に影響を与え
ないことがわかった。 

本研究結果は、データの利用可能性から査
読論文として投稿はすることはできなかっ



たが、国際学会での学会発表等を通じて、最
終的に英語で公表することができた。名古屋
大学の機関レポジトリで閲覧できる。 
 
④要介護認定の実施過程研究とブラッシュ
アップ（論文⑧、学会発表①③⑦⑧⑨⑩⑪⑫、
図書②③④） 
 
 ①～③の研究と並行して、従来から継続し
て行ってきた、要介護認定における研究を各
種国内・国際学会発表において、報告し、フ
ィードバックを受けながら、ブラッシュアッ
プした。委任と分業というプログラムデザイ
ンの特色を踏まえ、分業先の第一線職員であ
る認定調査員、専門職の合議である審査会が
どのように判断をしているのか、第一線管理
者である自治体がその両方のシステムをど
のように統合させているのか、さらにそのよ
うな認定のシステムがクライアントである
受給申請者の政治意識にどのように影響を
与えているのか、を明らかにした研究を行っ
てきた。この研究のブラッシュアップを計測
して行ってきたが、これらの一連の研究成果
は、名古屋大学出版会より、2017年度中に単
著として出版予定である。 
 
⑤要介護認定と保育所入所判定の比較 
 この両者の比較の結果、次のことが明らか
になった。第一に、政策のデザインを構成す
る要素として中央地方関係とプログラムデ
ザインの 2つだけではなく、第一線レベルの
3 つの要素からの分析が必要である。要介護
認定と保育所の入所判定は、前 2者について
は、要介護認定＝集権的・保険制度、保育所
＝分権的・税制度と分類ができる。しかし、
第一線レベルでは、逆に自治体が受給資格の
認定に必要な情報収集・判断について、要介
護認定は情報収集や実質的な専門性に基づ
く判断を分散化している一方で、保育所の入
所判定は自治体に情報収集・実質的な判断を
集中化している。そして、第一線、すなわち
政府としての判断を体現する行政職員と一
般市民の接する権力的な場面がどの段階な
のか、という点が異なっており、その結果、
同じケア政策にもかかわらず、Who governs?
が異なっていることがわかった。一方で、一
見、普遍的な社会保障給付という形態を取り
ながら、供給の財政的な制約を別の論理・資
格認定と実際の供給の可否を分離し、給付の
可否の決定及び自治体の裁量を不可視化さ
せる点で、両者は共通している。 
 さらに、第二点目として、要介護認定と保
育所入所判定という社会保障給付の受給資
格認定が、市民にどのような影響を与えるの
か、についてサーベイデータの検証をもとに、
比 較 を 行 っ た 。 前 者 に つ い て は
quasi-experimental なリサーチデザインで
検証できていたものの、後者については、観
察研究による検証しかできなかった。そのた
め、直接的な比較は難しいものの、保育の入

所判定は介護認定に比べて、保護者のニーズ
というケアの与え手への評価にそのままつ
ながるにもかかわらず、政策実施において組
織文化を経由して、ニーズの表出に正の影響
を与えることがわかった。一方で、介護認定
は、第一線職員である認定調査員の接遇のあ
り方から生じる公平感から広く政府や社会
への志向がネガティブにもポジティブにも
なりうることがわかっている。 
 
(2)得られた研究の国内外へのインパクト 
 本研究の意義は、第一に理論上のケアに関
わる社会保障給付の資格認定の実施過程と
プログラムデザイン、そして市民への政治的
効果と政治意識研究と行政学の知見を組み
合わせ、実施研究の幅を広げていることであ
る。第二に、これまで着目されてこなかった、
ケア政策の受給認定という第一線業務がど
のように行われているのか、さらに、それが
非正規・民間アクターが業務を行った場合、
これまでと何が同じで何が同じでないのか、
十分には明らかにされてこなかった。1980年
代以降理論上空白となっていた第一線職員
研究の分野に貢献している。第三に、近年、
第一線管理者（Street-level manager）とい
う論点が重要になってきているが、ガバナン
スが進むなかで、自治体レベルで第一線の場
面をめぐる管理・監督関係をどのように研究
していくべきか、本研究が提示することがで
きた。 
第四に、方法論的な貢献である。保育所の

入所判定に関わるインタビュー調査や、実際
の子ども子育て支援データの二次分析など
は、行政学分野では行われることが少なかっ
た。実証的に行政職員の行動やその市民への
効果を解明していく方法論を論文や調査を
通じて示すことができたと考えられる。 
 
(3)今後の展望 

保育所の入所基準についての自治体職員
の判断が、既存の第一線職員研究で示される
ような、道徳的価値観に基づいた判断になっ
ているのか、保育施設の供給環境など外的な
要因に影響をうけるのかは、個票サーベイに
よる検証が必要であり、残された課題となっ
ている。現在はコンジョイント実験など、統
計的な頑健性を担保できるようなデータ収
集の方法があるため、自治体の協力をうまく
得ながら今後取り組みたい。また、子ども子
育て支援制度が始まってからすぐの研究だ
ったため、時系列で経過を追う必要がある。 
 また要介護認定や他の受給資格認定との
比較については、論点が多すぎて整理が不十
分なため、今後ブラッシュアップをしていく
予定である。 
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